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大正大学エンロールメント・マネジメント研究所 紀要
『エンロールメント・マネジメントとIR』巻頭言

大正大学  学長 　髙橋  秀裕

　本学エンロールメント・マネジメント研究所では、この度、研究紀要『エンロールメント・マネ

ジメントとIR』第 3 集を発刊する運びとなりました。発刊に寄せ、ご挨拶を申し上げます。

　本学エンロールメント・マネジメント研究所（以下、EMIR 研）は、2017年 10月1日に、本学

では4 番目の研究所として開設され、本年度4年目を迎えました。その目的は、本学の「TSR（Taisho 

University Social Responsibility)」の理念に基づき、学生の入学前から卒業後までの一貫

した情報を収集・蓄積・分析・提供し、本学の教育・研究・社会貢献等に関して、企画・立案・

支援を行うことです。

　本学では、本誌第2集でご紹介いたしましたように、IRのさらなる実質化と教学IRのさらなる

発展、そして、学内でのIR文化の醸成をめざし、本学の最高意思決定会議とも言える「総合政

策会議」のもとに「教学IR推進部会」を発足させました。EMIR研は、その中核を担う組織として、

研究所長はじめ専任教員、研究員の3名が、委員やオブザーバーとして参加しており、毎回 EMIR

研からは、本学が毎年度実施しているTSR 総合調査の調査結果のプレゼンテーション、CACL（カ

リキュラム・アセスメント・チェック・リスト）に必要な「学修成果の可視化」に関わるデータの提

供、TSRマネジメントシートに必要なKPIデータの提供、ディプロマサプリメントの作成等、教学

IR推進部会で闊達な議論を行うためのデータ提供や調査結果の報告等が実施されています。

　さて、本学でのIR文化の醸成については、まず、EMIR 研が運営している「本学IRシステム

（SAS Visual Analytics）でのデータ共有」が挙げられます。毎年度、EMIR研には、本学執行

部、学科の管理職、及び、入試課、学生課、就職課等の各部署から、100を超えるデータリク

エストがありますが、その対応の多くは、このIRシステム上で行われます。IRシステムは、本学

の約300 名の専任教職員が、24時間いつでもアクセスすることが可能であり、全員がほぼ同じデー

タやレポートを閲覧することが可能なシステムです。IRシステムの果たすIR文化の醸成に対する

役割は、決して小さいものではありません。

　次に、2019 年度から実施している「データサミット（学内IR 報告会）」が挙げられます。これは、

主に学生データに関し、入学前、入学時、在学中、卒業時、卒業後というエンロールメント・マ

ネジメントの各フェーズにおいて、高校生（入学前接触者）、学生、卒業生が現在どのような状況

にあるのかを、オープンキャンパス参加者アンケート調査、入試データ、入学者アンケート調査、

新入生保護者アンケート調査、TSR 総合調査（在学生対象）、大学IRコンソーシアム調査（1年生、

上級生）、教務データ、就職満足度調査、就職データ、TSR 総合調査（卒業生対象）、TSR 総合

調査（企業・団体等対象）等の調査結果を横断的に分析することによって得た知見を報告するも
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のです。毎年度法人役員も含めた執行部を対象とするデータサミットと全教職員を対象とするデー

タサミットの原則2回開催しています。今年度は、8月にオンラインで両サミットを開催しましたが、

以下に、その次第と報告資料の一部を掲載いたしますので、ご参照ください。

　なお、2022 年度からは、さらなる取組として、学内向けの「教学IR 推進部会ニューズレター」

を月1回メール配信する予定としております。 毎月時宜に応じたデータとその解説を配信するこ

とで、全教職員のIR データへの関心を一層高めてもらうための取組です。

　さて、研究紀要『エンロールメント・マネジメントとIR』第 3 集では、特集「『データドリブン

な意思決定』をコントロールする新技術の展開―IRとガバナンスを射程に入れて―」をテーマ

に、米国の気鋭の専門家の御高論を含め 4 本の論文、及び、本誌の特集テーマに特に関係する

第15回 EMIR 勉強会の講演資料を掲載しています。AIなどの新技術が牽引するDXは、大学教

育に大きな影響を与えると共に、IRへの影響も避けられないものと考えます。本誌が、IRを含め、

我が国の大学マネジメントに日 ご々尽力なさっているみなさまの一助となることを祈念し、ご挨拶

に代えさせていただきます。
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　標記の第3集の特集テーマの設定趣旨を述べるにあたり、第2集の特集テーマ「IRと組

織文化の相互作用」を今あらためて簡潔に解題するところから始めたい。

　IRの目的は大学における意思決定の支援にあり、その意思決定の現実的なあり方は大学

の歴史が育んできた組織文化からの影響を受けている。IRという活動を、大学の組織文化

と独立したものとして考えることができない理由が、まさにここにある。他方では、IRの

実質化を求める声が聞こえてくる。なぜIRが実質化しないのか――。こうした問いに答え

るためには、組織文化がIRという活動のあり方に影響を与え、IRもまた組織文化に影響を

与えるという相互作用を詳らかにするという現状診断が欠かせない。

　第2集の特集テーマに込められた問題意識は、「なぜIRが実質化しないのか」という問い

に答えることだけを念頭においたものではない。「IR」を冠する当研究所紀要が大学にお

けるIRの現状を、とりわけ日本のIRの現在地を詳らかにし、今後のあり方を構想するに堪

える学術的知見を集積・発信していくにあたり、当研究所がIRをどのような角度から捉え

ようとしているのかを宣言する必要があるのではないか――。そのような問題意識も、第2

集の特集テーマに秘められている。

　さて、第3集の特集テーマは、「『データドリブンな意思決定』をコントロールする新技術

の展開―IRとガバナンスを射程に入れて―」である。第2集の特集テーマに埋め込まれた2

つの問題意識は、第3集の特集テーマにも通底している。

　「データドリブンな意思決定」という言葉は、流行り廃りが激しい私たちの社会の中で

は必ずしも新しい言葉ではないかもしれないが、大学の歴史の中では比較的新しいほうの

言葉である。この言葉は大学において如何なる意味を持つのか。大学の意思決定の担い手

は、「データドリブンな意思決定」のあり方を適切に管理しうるのか。そしてIRは、「デ

ータドリブンな意思決定」を支援するにあたり何が求められるのか。こうしたことを問い

に対して、どのようにアプローチしていけば良いだろうか。

　そもそも意思決定というものには、異なる考え方を持つ多様な大学構成員が関与する余

地がある。意思決定のこのような性質は、1つに、大学の組織文化の特徴が反映している。

不変的、あるいは普遍的性質と呼んでよいかもしれない。みんなの合意形成に資する共通

の土俵としての役割を担うデータへの期待は、潜在的には小さくない。そうした期待が込

められているのが「データドリブンな意思決定」という言葉ではないか。このように考え

ると、一朝一夕には変わりづらい大学の組織文化は、意外にも、「データドリブンな意思

決定」を潜在的には必要としているのではないか仮説に行きつく。「データドリブンな意

思決定」という言葉は、大学を取り巻く新たな流れが求めるものであるのと同時に、大学

がもともと持っている組織文化が求めるものでもあるかもしれない。「データドリブンな

意思決定」は、IRと組織文化の相互作用の中から、具体的な姿を現すものなのではないか 

―。このような問題意識に基づいて、『エンロ―ルメント・マネジメントとIR』第3集の

特集テーマを設定した。

特集テーマを設定した。

特集

「『データドリブンな意思決定』をコントロールする
新技術の展開―IRとガバナンスを射程に入れて―」
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データドリブンな意思決定をコントロールする新技術の課題

－ IRやガバナンスを巡って－

福島真司（大正大学）

　2020年に公表された「文部科学省におけるデジタル化推進プラン」では、「大

学におけるデジタル活用の推進」、「教育データの利活用による、個人の学び、

教師の指導・支援の充実、EBPM 等の推進」等が明記され、データ駆動型教育

やマネジメントを推進する方向性が示された。このことは、IRへの、これまで

以上のデータ収集、蓄積、分析等の期待が高まる可能性を示唆している。「AI」

等のデータ分析を取り巻く新技術や、それらが導く「DX」は、IRのあり方やIR

が支援する意思決定のあり方自体を変容させてしまう可能性を持っている。各

大学のIR部署は、その期待にどのように応えていくべきか。本稿では、IRに

関連する新技術に着目し、それらの可能性と課題、データドリブンな意思決定

を支えるデータガバナンス等について、必要な論点を提示した。

キーワード：	EBPM ／AIのバイアス／エビデンス／RCT／ DX

1. はじめに

2020年 9月25日文部科学大臣決定により「文部科学省デジタル化推進本部」が設置され、同日

に第1回文部科学省デジタル化推進本部会議が開催された。文部科学省 HP「文部科学省デジタ

ル化推進本部」で公開されている議事要旨によると、同会議は14時 20分から35分の15分間で

のスピード開催であった。また、2020年12月23日開催の第2回会議も、15時 25分から50分の

25分間での開催であったことがわかる。同会議は、2回以降開催されていないことから、第2回

会議で公表された「文部科学省におけるデジタル化推進プラン」を決定することが目的であったと

推察される。

　なお、第1回会議の資料について、「資料1 文部科学省デジタル化推進本部の設置について」、「資

料2 文部科学省デジタル化推進本部の検討体制」、「資料3 令和 2年 9月23日(水 )デジタル改

革関係閣僚会議資料『デジタル化の現状・課題』」の3点が公開されているが、「資料3」を見る

と、同会議の2日前に開催された「デジタル改革関係閣僚会議」が「文部科学省デジタル化推進

本部」の設置や会議開催に関係していることがわかる。首相官邸HP「デジタル改革関係閣僚会議」

で公開されている議事次第によると、同会議の開催時間は10時から10時 20分の20分間と、こ

れもスピード開催であることに加え、同会議は1度しか開催されていない。議事録を見ると、参

加者として菅内閣総理大臣（当時）、麻生副総理大臣（当時）はじめ関係閣僚が勢揃いし、第1回

文部科学省デジタル化推進本部会議の「資料3」にもなった資料「デジタル化の現状・課題」が配

付され、内閣総理大臣の指示である「デジタル庁」の設置に向けて、国のデジタル化の現状と課
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題の報告及び関係省庁大臣等が各省庁のデジタル化における課題と展望を報告するという内容で

あった。デジタル庁は、その後、2021年 9月1日に設置されるが、菅内閣が発足した 2020年 9月

16日から約1年間のスピード設置であり、当時の内閣が、国を揚げてデジタル化に取り組もうとす

る姿勢が伺える。

　先述の通り、文部科学省は、2020年12月23日に第2回文部科学省デジタル化推進本部会議

を開催し、「文部科学省におけるデジタル化推進プラン」を公表したが、その直後の2021年1月に

は「大学改革推進等補助金（デジタル活用教育高度化事業）『デジタルを活用した大学・高専教

育高度化プラン』」の公募を開始した。当該補助事業だけが各大学等のDX化を進めるものではな

いが、一定程度大きな金額の補助金であるため、当該補助事業が各大学のDX化の1つのトリガー

になったことは明らかであろう。では、大学等におけるDXの推進は、IRにとってどのような影響

があるのだろうか。

　本稿は、急速に進むことが予測される大学等のデジタル化について、国の政策動向を俯瞰し、

デジタル化の中でも、特に、IRに影響を及ぼすであろう新技術の課題を整理することで、今後、 

IRがどのようにデジタル化の流れに対応すべきか、そのための視点を提示することを目的とす

る。

2. 文部科学省におけるデジタル化推進プラン

2021年12月23日に公表された「文部科学省におけるデジタル化推進プラン」は、全体で4章か

らなる。すなわち、「Ⅰ 来るべきデジタル社会に向けた MEXTのビジョン」、「Ⅱ 教育におけるデ

ジタル化の推進」、「Ⅲ デジタル社会の早期実現に向けた研究開発」、「Ⅳ 『新たな日常』におけ

る文化芸術・スポーツ、行政システムのDXの推進」である。

　以下に、それぞれの章の概要を整理した。

(1) 「Ⅰ 来るべきデジタル社会に向けた MEXTのビジョン」

　「Ⅰ 来るべきデジタル社会に向けた MEXTのビジョン」は1ページに整理して表現されているが、

その最終段落には、以下の記載がある。

　デジタル化や DXの促進が、国民一人一人の幸福（well-being）を高めるものでなければなら

ないことを心に留めつつ、今こそ、ソフト・ハードの両面から文部科学省の強みを最大限に活

かし、各分野におけるデジタル化に向けた取組を相乗的に加速させるとともに、中長期的視野

から競争力の源泉となる新たな成長基盤の構築を推進していかなければならない。　　

（文部科学省デジタル化推進本部 2020, p.3）

国の成長戦略の一環としての「新たな基盤」を構築することで、中長期的な視野で、競争力の

源泉とするために、「文部科学省の強みを最大限に」活かすことが述べられている。

(2) 「Ⅱ 教育におけるデジタル化の推進」

　「Ⅱ 教育におけるデジタル化の推進」は、文部科学省デジタル化推進本部の「教育ワーキング・
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グループ」によって整理されたもので、4から12頁の 9頁に亘る記載があり、4章の中で最もペー

ジ数が多い章である。うち4頁は、初等・中等局と関連の深い「GIGAスクール構想」の関する事

項に充てられており、高等教育政策については、「【Ⅱ-2】大学におけるデジタル活用の推進」の

1頁のみである。また、その内容も、「デジタル技術を活用した高等教育の高度化・成果の普及」、

「国立大学法人等におけるハイブリッド教育研究環境の整備」、「数理・データサイエンス・AI教

育の推進」、「大学入学者選抜におけるデジタル活用等に向けた検討」の4つの事項であり、IRに

は直接的に関係のない記述に見える。むしろ、IRに関連する事項は、「【Ⅱ-4】教育データの利

活用による、個人の学び、教師の指導・支援の充実、EBPM 等の推進」ではないかと考えられる。

内容としては、「教育データの効果的な利活用の推進」、「教育データの標準化の推進」、「調査や

PHRなどにおける教育データの多面的な利用の推進」、「教育データの国における分析・研究体制

とEBPMの推進」の4つの事項が挙げられている。

　それぞれの事項の取り組みについて、「教育データの効果的な利活用の推進」では、「初等中等

教育における教育データについて、個人の活用による学習等のサポート、教師による個に応じた指

導や支援、蓄積されたビックデータを分析することによる新たな知見の創出や政策への反映等を実

現するための環境の構築」と明示されており、一見、高等教育とは無関係な記載であるが、これら

が国主導で初等中等教育において進めば、各大学等においても、同様の機能や役割等が期待さ

れることは想像に難くない。「教育データの標準化の推進」及び「調査やPHRなどにおける教育デー

タの多面的な利用の推進」では、前者は、主に学習指導要領コードに関する記載、後者は、児童

生徒の健康診断結果情報のPHR（パーソナルヘルスレコード）サービスへの一元管理やデジタル化

に関する記載であるため、高等教育とは直接的には関わらない。ただし、最後の事項である「教

育データの国における分析・研究体制とEBPMの推進」では、以下の取り組みが明記されている。

　令和 3年度を目指して国立教育政策研究所に「教育データサイエンスセンター」を設置し、

教育分野の様々な調査・研究データの横断的・縦断的研究を可能とするオープンデータ化の

支援を行うなど、教育データの分析・研究に関する国としての機能の段階的な構築を図るとと

もに、教育データについて研究機関や地方自治体等と連携した分析や利活用を進め、教育デー

タの活用によるEBPMの推進を図る。

（文部科学省デジタル化推進本部 2020, p.11）

この記載に従うように、2021年10月には国立政策研究所に「教育データサイエンスセンター」が設

置された。国立政策研究所 HP「教育データサイエンスセンター」によると、その目的は、「教育政

策や学校における実践に役立てること」であり、そのために、「教育データや取組を共有するため

の基盤整備」、「教育データ分析・研究の推進」、「国や自治体における教育データ分析・研究の

支援の４つの事項」が掲げられている。これらの事項も、IRには直接的に関わりのない記載に見

えるが、教育分野の調査・研究データのオープンデータ化や教育データの利活用については、いず

れIRの高度化に関わってくる可能性が考えられる。

なお、EBPMについて、内閣府 HP「EBPMの概要」では、「EBPM（エビデンス・ベースド・ポリシー・

メイキング。証拠に基づく政策立案）とは、政策の企画をその場限りのエピソードに頼るのではなく、
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政策目的を明確化したうえで合理的根拠（エビデンス）に基づくものとすること」とある。すなわち、 

EBPMは、本来は国や自治体等の政策立案について述べたものであるが、ここに教育データが活用さ

れることが明示されたわけである。このことは、今後、大学等においても、例えば、中期計画の

立案や評価に関しても、教育データをそのエビデンスとして用いることを推奨することにもつなが

るだろう。大学機関別認証評価においては既にこの傾向が認められる。エビデンスは決してデータだ

けではないと考えられるが、国の方針と相まって、データ重視の傾向が強化されることを予見させる。

(3) 「Ⅲ	デジタル社会の早期実現に向けた研究開発」

　「Ⅲ デジタル社会の早期実現に向けた研究開発」は、文部科学省デジタル化推進本部の「教

育ワーキング・グループ」によって整理されたもので、13から18頁の6頁に亘る記載がある。こ

こでは、「【Ⅲ-1】デジタル社会への最先端技術・研究基盤の活用」、「【Ⅲ-2】将来のデジタ

ル社会に向けた基幹技術の研究開発」、「【Ⅲ-3】研究環境のデジタル化の推進」について、

「科学技術WGのアンケート調査に寄せられた声」から、「デジタル化に高まる期待」を整理し、

将来のデジタル社会を先導する取組の三本柱としてまとめられたことが記載されている。主に、

最先端研究に関するDXやそれを産業競争力に活かすことを目的とした事項である。

(4) 「Ⅳ	『新たな日常』における文化芸術・スポーツ、行政システムの DXの推進」

　「Ⅳ『新たな日常』における文化芸術・スポーツ、行政システムのDXの推進」については、19から

24頁、6頁に亘る記載があり、「【Ⅳ-1】文化芸術DX（デジタルトランスフォーメーション）戦略」、

「【Ⅳ-2】デジタル社会におけるスポーツの新たな展開」、「【Ⅳ-3】行政情報システムの刷新」、

「【Ⅳ-4】デジタルトランスフォーメーション（DX）人材の育成・確保」の4つの事項が記載されてい

る。ここでは、各節のタイトルに現れている通り、文化芸術分野、スポーツ分野でのDX、そして、行

政システムのDXの推進の取り組みについて述べ、そのための人材育成・確保について、DX人材の発

掘・養成・活用に加え、インセンティブを向上させるなどの具体的取り組みの記載がなされている。

3. 文部科学省「デジタルを活用した大学・高専教育高度化プラン」

(1) 当該補助事業の概要と問題

先述の通り、文部科学省は、2020年12月23日に「文部科学省におけるデジタル化推進プラン」

を公表した直後の2021年1月に、「大学改革推進等補助金（デジタル活用教育高度化事業）『デ

ジタルを活用した大学・高専教育高度化プラン』」の公募を開始した。これは、当初、2021年度

予算案に計上していた「高等教育版DX」の事業「デジタルを活用した大学・高専教育高度化プラン」

（当初要求額 90億円）を、2020年度第 3次補正予算案に前倒し申請したものであるが、ここに60

億円が計上されている。

　当該補助事業の第1報は 2020年12月23日であったが、公募期間は、そこから1ヶ月も経ない

2021年1月15日から始まり2月1日までであったため、申請しようとする大学等は、短期間での準

備を迫られることとなった。加えて、問題は、補助期間が2020年度内、すなわち、2021年 3月
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31日までに完了する計画に対するものであったことにある。なお、当該補助金には、「【取組①】

学修者本位の教育の実現」と「【取組②】学びの質の向上」の2つの取り組みのカテゴリーがあり、

それぞれ補助上限額が1件当たり1億円と3億円となっており、一定程度大きな金額の補助金で

ある 1。仮に、当該補助事業において、大規模システムの構築をめざす場合、補助期間がボトル

ネックになる可能性が高い。その理由は、公募期間の締め切りからすぐに採択が決定されたとし

ても、システム納品まで 2ヶ月を切っているところにある。ICT企業には、コンプライアンス上、

システム規模と納期には社内ルールが定められている場合もあり、筆者の経験上の知見であるが、

大学等の高等教育機関に一定のシェアを持ち、ITゼネコンに数えられる大手 SlerのA社は、3,000

万円以上のシステム構築の場合、納期まで3ヶ月以上ないと発注を受けられないなどのルールが

ある 2。各大学等や当該補助事業においてシステム構築に関わった企業は、どのような処理を行っ

たのか。この詳細は筆者の知り得るところではないが、かなりイレギュラーな対応を迫られた可能

性が高かったと推察する 3。

(2) 当該補助事業の概要と問題

　当該補助事業の採択については、2021年 3月11日に「『デジタルを活用した大学・高専教育高

度化プラン』実施機関の決定について」で公表された 4が、それによると、申請状況は表1の通り

であった。

表 1　「デジタルを活用した大学・高専教育高度化プラン」申請状況

出所　文部科学省(2021b, p.2)より転載

　表1を見ると、設置形態別では、私立大学が最も申請件数が多く、次いで、国立大学、公立

大学、国立高専、私立短大の順であることがわかる。そもそもの学校数を考えるとこの順序は妥

当とも考えられるが、旺文社(2020)によると、2020年度入試を実施した大学は 781大学であり、

1	 採択予定の件数は、「取組①」で30件程度、「取組②」で10件程度とのことであり、補助上限額と件数を掛け
合わせた合計の金額が 60億円となる。

2	 この知見は、2010年代に知り得たものであるため、A社のルールも変更されている可能性がある。しかしなが
ら、コンプライアンスは強化される傾向にもあるため、ルールが極端に緩和されているとは考えられない。

3	 一方で、あくまで補助事業であるため、公募開始から新規に企画した事業ではなく、すでに大学等で自主的に
進めていた事業を補助することが建前であったかも知れない。

4	 結局、当該補助事業は採択から、補助期間の終了まで3週間を切っていた。
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うち私立大学が75.8％、公立大学が11.7％、国立大学が10.5％である。設置形態別の申請割合

で言えば、国立大学の申請率が、他の設置形態よりも極めて高いことが看取される。

　表 2は、文部科学省(2021)で公表された、当該補助事業の採択状況である。これを見ると、

設置形態別の採択率では、公立大学が高いことが看取される。表1の国立大学の「取組①」と「取

組②」の合計申請数は重複を除くと69大学である。重複を除く17大学が採択を受けているため、

採択率は 24.6％である。公立大学の申請は、重複除く15大学中、採択は5大学であるため採択

率は33.3％である。私立大学の申請は、重複除く103大学中、採択は重複除く22大学であるため、

採択率は 21.6％である。すなわち、申請した大学数を分母にした採択率は、公立大学、国立大学、

私立大学の順番であり、この順番は、重複を含めても変わらない。

表 2　「デジタルを活用した大学・高専教育高度化プラン」採択状況

出所　文部科学省(2021b, p.2)より転載

(3) 採択を受けた大学等の取組名称に見られる特徴

それでは、採択を受けた全 54件の事業内容はどのようなものであろうか。

図1は、当該補助事業に採択を受けた54件の大学等の取り組みについて、その「取組名称」

に用いられているキーワードを抽出し、その出現率を表したものである。キーワードは1つの取り

組みに2つ以上現れる場合もあるため、54件中それぞれのキーワードが出現した割合を示している。

また、類似したキーワードは、1つのキーワードにまとめて割合を算出している。

出所　文部科学省(2021b, pp.3-6)より筆者作成

図 1　採択事業の取組名称に見られるキーワード（n=54）
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　これを見ると、まず、「DX」、「デジタル」の出現頻度がそれぞれ 35.2％、22.2％と、いずれも

20％を超えている。ただし、これは補助事業名が「デジタルを活用した大学・高専教育高度化プ

ラン」であるため当然とも言える。次いで、「AI・機械学習」、「分析・解析・アナリティクス」がそ

れぞれ14.8％、11.1％と、いずれも10％を超えている。これと、データによってマネジメントを「駆

動型・ドリブン」することも併せ、この3つの事項が、広義でIRと関わる事項と言えるであろう。

また、「AI・機械学習」は、IRにとっては正に新技術であり、今後の発展も期待される。

4. IRを取り巻く新技術等を巡る諸問題

それでは、EBPM、AI、DX等の新技術を含めたデジタル環境の変化は、IRに何をもたらすのか。

それぞれの事項とIRとの関係を考察する。

(1) EBPMを巡る問題

先述したように EBPMとは、「政策の企画をその場限りのエピソードに頼るのではなく、政策目

的を明確化したうえで合理的根拠（エビデンス）に基づくものとすること」をさす。EBPMの潮流の

もと、エビデンスとしてのデータの利活用が推進される場合、各大学等においても、IRに対する

期待が高まることとなる。この潮流は、国のデジタル化の方向性と合致しており、データの重要性

には疑いの余地はないように見える。しかしながら、大学等における諸施策のエビデンスは、IR

が収集や分析するデータしかないのであろうか。

　何をもってエビデンスと考えるか、実は、これは単純ではない。データだけがエビデンスと言

えない場合もあれば、エビデンスをデータに求めるとしても、そのデータもまた単純ではない。

同じ現象を表すデータにも複数のものが存在し得るし、調査方法や分析方法は多様であるため、

どのような手法を用いたデータであればエビデンスと言え、逆に、どのようなデータはエビデンス

とは言えない、などもあり得る可能性があるためだ。

　IRが求められるデータには、ある特定のプログラムの教育効果を測定するためのデータなども

ある。当該プログラムの学修成果を可視化したデータとも言え、それに基づいてプログラムの評

価を実施するわけであるが、その際、どのようなデータが学修成果を可視化しているデータと言え

るのであろうか。

当該プログラムを経験した学生群がプログラム前後でどのように成長したのかを測定する場合、

一般的なIRの分析では、間接評価の手法においては、プログラムを経験する前と後の様々な能

力に関する自己認識を測定したり、プログラム実施後の成長実感等の自己認識を測定したりす

ることもあるだろう。一方で、直接評価の手法においては、プログラムを経験する前と後にお

いて外部アセスメントテストによって測定することなどを行う。説明責任の文脈においては、

間接評価よりも直接評価の方が信頼できるという主張もあるが、一方で、この分析方法自体に

問題があり、科学的な分析とは言えないという主張も存在する。

例えば、そもそも当該プログラムを経験しなければ学生は成長しなかったのかという疑問があ

る。すなわち、純粋に当該プログラムの評価をしようとする場合は、プログラムを経験した学生
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群のみのデータでは不足している。それでは、プログラムを経験した者（介入群）とプログラムを経

験していない者（対照群）とを比較すればよいのかと言えば、これも、それほど単純ではない。介入

群は、そもそも当該プログラムを履修しようとした時点で、積極性が高いなど、特定の傾向を持つ

グループだった可能性もある。また、汎用的な能力を測定するテストは数多くの大学で導入されて

いるが、筆者のこれまで経験では、サークル等の課外活動やアルバイトなどの大学外の活動等に

よっても成長が促される場合もある。この場合は、当該プログラムの学修成果とは言えない。そ

こで、介入群と対照群は、介入以外のバイアスを除去するため、可能な限り条件を同一にする必

要があるが、これは絵に描いた餅に終わる可能性が高い。分析に耐えうる人数を集められるのか

という調査のコストの問題や、何より、何がバイアスになるのかがあらかじめわかっていない場合も

あり得るため、何をどこまで同じ条件にすればよいのかが予測できないからだ。

　この問題を解決する手法として、「ランダム化比較試験（RCT）」がある。RCTは、両群をランダ

ムに選ぶことで、両群にかかるバイアスが確率的に公平であると仮定し、介入の結果の信頼性を高

める手法である。ただし、これには、大人数の学生群を2群用意する必要があることに加え、ラ

ンダムに分けた学生群に対し、実験として、別々の教育的介入を行ってよいのかという倫理面での

問題や、実験的な環境下での調査結果が、どの程度現実の場面に当てはまるのかという問題も

考えられる。特に、科学的な根拠と呼ぶ場合には、調査手法の分析技術の発展による調査結果

とその解釈の差異も含め、何か関係するデータらしきものがあれば、それだけでエビデンスと呼べ

るわけではないのである。

　東京大学政策ビジョン研究センターの杉山昌広は、2018年環境省「第2回日本版ナッジ・ユニット

連絡会議」で、次のような発言をしている。

　Evidence-Based Policy について。エビデンスを RCTやミクロ経済的な分析に限定するのは

非常に危険。（中略）エビデンスというのは、法学者からよく言われるが、裁判での証拠、自白

や供述等も含む広い概念であり、ナッジ・ユニットの文脈では本当は Science as Evidenceと

言ったほうが良い。（中略）教育や保健、省エネ等で有効な分野について明確なバウンダリーが引か

れていると思うのでそこで今までのような話をすると整合的。最近 Politics of Evidence や

Governance of Evidenceという概念がある。教育や健康、保健、省エネは社会の方向性が

おそらくそれほど違うことはないと思うが、それ以外では政治を明示的に扱う必要がある。政策

過程はそもそも政治的なもので、経済的に言うとエビデンスが需要としてどのように使われるか研究

しなければならない。EBPMの話題に踏み入る前に周到にすべき。（環境省 2018, p.5）

　法学では「自白」や「供述」も証拠、すなわち、エビデンスとすることもあるため、科学的な根

拠だけをエビデンスと呼ぶわけではない。そうなると、大学教育においてEBPMを用いる上で

は、教育プログラムの成果としてエビデンスとなり得るのはどのようなものをさすのか、この議論を重

ねた上で合意形成を図っておく必要があったのではないか。それがないままでは、エビデンスのイ

ンフレ状態が発生する可能性もあり、各大学等がそれぞれエビデンスとして異なるデータを提示し、

成果を主張し合うだけとなってしまう。また、このような状況下において、IR担当者に求められる姿

勢としては、自らが提供するデータの限界を知った上で、そのことを含めて、提供したデータがミ
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スリードを招かないようにレポートする必要がある。

　さらに言えば、エビデンスには、杉山が指摘するように、「政治」性が関与することもある。例

えば、学長が推し進めたい施策について、施策実施前の学生データの分析から現状の問題点を示

し、施策実施後の分析から成果を示すような事例は、IRデータに基づくマネジメントが実現され

たグッドプラクティスとして評価されることが殆どであろう。しかしながら、分析上の限界を無視

して、あるいは、気付かずにレポートに組み込む場合、結論ありきの分析となっている可能性は

否めない。その施策を実行しなかった場合に学生は成長しなかったのか、その施策の反対者に対

してもIRデータは寄与したのか、それ以外に有効な施策はなかったのか等をいかに考えるの

か。もし、別の手法で分析した場合、結果が入れ替わる可能性はなかったのか。杉山が指摘

する「政策過程はそもそも政治的なもの」を極言すれば、大学等内で政治的な力を持つ者を支持

するデータの提供だけがIRのグッドプラクティスと呼ばれることが危惧される。

(2) AIを巡る問題

　久木田(2019)は、AIの「アルゴリズムには作成者の偏見や先入観や意見が、データには社会

の持つそれらが反映される」と警鐘を鳴らす。すなわち、AIを活用する場合は、アルゴリズムとデー

タの2つのバイアスの排除が、技術的にも倫理的にも求められるわけであるが、何をバイアスとし

て排除するのかは、データサイエンティストの見識や判断に委ねられ、これも問題と言えるだろ

う。天動説と地動説など時代によって価値判断が劇的に変化した事象を挙げるまでもなく、数十

年を待たない間に、人間の価値判断は大きく変化することもある。マイノリティに対する差別が

当たり前だった時代から、マイノリティの生き方も尊重する時代へと価値観が変化する。すなわ

ち、数十年から数百年後の将来を見通し、何がバイアスとして排除されるべきか、それを判断

出来るデータサイエンティストは、現在、世界に存在しているのであろうか。

　また、そもそも世界に現存するデータは、万人にとって公平・公正な存在なのであろうか。単

純化して言えば、マジョリティ側のデータは豊富に存在しても、マイノリティ側のデータは相対的に

少ないはずである。マジョリティは、マイノリティの存在に気付かないこともあるので、収集さ

れるデータ量に差が出るのは当然と言えば当然である。

　加えて、データが持つバイアスを顧みないAIの活用は、統計的差別を助長することにもつなが

りかねない。例えば、米国では、再犯予測システム「COMPAS」が、黒人の再犯率を白人より2倍

高く予測したという人種差別的な結果に鑑み、当該システムの廃止を決めた。また、AMAZONは、 

AIを使った採用ツールが女性へのバイアスを示したことで、ツールの使用を中止するなど、AIを

使った個人の評価ツールの使用を慎重に検討し直している状況にある。統計は、集団の性質を表

すものであるが、その結果を、その集団にいる個人に対して用いて、指導や評価等を行うことは

倫理的に許されるのであろうか。AIに対してどのような態度で臨むのかは、すなわち、統計に対

する態度を問われているとも言えるのではないか。

　本節の最後に、久木田(2019)が、「おわりに」で挙げたまとめを、表3に掲げる。
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表 3　AI に関する現状のまとめ

出所　久木田(2019, p.8)より筆者作成

(3) DXを巡る問題

DXを有効に機能させるためには、「データの民主化」とデータの信頼性の担保、すなわち、「デー

タガバナンス」が必須であると言われる。

　「データの民主化」について、DXのインパクトは、ICT 技術などに支えられ、組織の構成員が、

リアルタイムに必要なデータにアクセスできることによって最大化される。政治性によって組織内

で情報の非対称性が生まれると、意思決定までの議論において公平性が保たれず、組織内で権

力を持つものが、自分だけがアクセスできるデータの中から、自分の実施したい施策を権威付け

るために意図的に選択したデータを用いることにも繋がりかねず、組織内の合意形成に影響を与

えることもあり得る。これでは、健全な意思決定が歪められているとも言える。

　「データガバナンス」については、データの信頼性や最新性などが担保されず、意図せずに誤っ

たデータを根拠に意思決定をしたり、あるいは、意図的に改竄されたデータに基づいて意思決定

することなどを、組織内の仕組みとして防ぐことが重要である。データ起動型の教育マネジメント

が進めば進むほど、データガバナンスは重要になる。

　この2つの条件が満たされないと、個人的なエピソードや予断と偏見を排除するためのデータ

活用が意味を失い、かえって、データが意思決定にとって致命的な凶器になったり、ひいては、

DXが専制的なマネジメントを支持する手法にもなりかねない。

　高等教育政策が推奨する新たな手法や技術に対し、補助金の採択等のために先を競って導入

するような姿勢ではなく、IRは常に慎重な姿勢を貫き、倫理観に支えられた着実な研究や学習

に基づいて、導入が判断されるべきである。

5.おわりに

以上、文部科学省が推進するデジタル化の動向を考察しつつ、近年のデータドリブンな意思決

定を支援するAI等の新技術等に関する課題や論点を整理した。
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　データをエビデンスとして各大学等でEBPMを推進する場合、エビデンスは何かという議論を避け

ては通れない。例えば、学修成果の可視化の場合、何をエビデンスとするのかは、各大学等の教育

目標によって異なることもあり得るし、同一大学内においても、資格を取得するため、就職活動に

活きる能力を得るため、大学院に進学するための能力を得るためなど、学生側の立場や教職員側の

所属組織等が異なると、当然ながら学修成果に対する考え方も異なる可能性がある。すなわち、学

修成果の可視化は、IRだけの責務ではなく、組織全体、そして、学科等のプログラム単位において

も、検討されるべきテーマであろう。

　また、データドリブンな意思決定には、「データの民主化」と「データガバナンス」を欠かすことは

できない。IR 担当者は、データがますます重視される将来に向かって、IRの技術の向上だけに

留まらず、倫理的な考え方やデータガバナンスに対する誠実性、そして、新技術への理解等の

研鑽が求められるであろう。
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3

3 原 文は“research conducted within an institution of higher education to provide information 
which supports institutional planning, policy formation and decision making”」。日本語訳は（小湊・
中井, 2007） から引用
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4

5

6

4 著 者 訳。 原 文 は “Digital transformation is concerned with the changes digital technologies 
can bring about in a company’s business model, which result in changed products or 
organizational structures or in the automation of processes.”

5 著 者 訳。 原 文 は “The use of new digital technologies（social media, mobile, analytics or 
embedded devices）to enable major business improvements（such as enhancing customer 
experience, streamlining operations or creating new business models）.”

6 著者訳。原文は “a process that aims to improve an entity by triggering significant changes 
to its properties throughcombinations of information, computing, communication, and 
connectivity technologies”
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6

6 なおネットフリックス社はアルゴリズムにユーザーの属性を使用していないと発表しているが（Netflix, 
2022a）、その信憑性を疑う声も出ている（Invisibly, 2022）
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データドリブンな意思決定を実現する組織基盤をどう構築するか

－ IRによる組織文化とリーダーシップにかかわる参加と組織学習の方法論的考察－

出川真也・福島真司（大正大学）

　新技術の積極的な導入が取り沙汰される昨今のIRを念頭におき、データド

リブンな意思決定を実現する組織基盤として、特に組織文化とリーダーシップ

にかかわる問題に着目しつつ、IRが提供するデータが、意思決定に活用され

るために、取組むべき課題と方法論を考察した。

　その結果、IRは、技術的側面（第1のIR）や個別課題への対応（第2のIR）

だけでなく、学内外の政治的・社会的・文化的状況を見据えた「文脈のインテ

リジェンス」として「第3のIR」も業務と位置づけることが、大学組織はもとより

IRそれ自体の分析や意思決定にかかわるバイアスを自覚化する上でも、重要

であることが理解された。

　具体的な方法論や手法としては、組織文化測定尺度の利用、参加型アクショ

ンリサーチ、ロジックモデル及び段階的自立法などが挙られる。IRを活用した

意思決定を推進するためには、大学においてこれらを組合わせた調査、学習、

アクションを一体的に実施していくことが望まれ、これが「第3のIR」として求

められるのでないか。

キーワード：	組織文化／リーダーシップ／学習／参加型アクションリサーチ

1. はじめに

近年、「データドリブン」が推奨される社会的潮流にあるが、大学においても、IRの体制と共

にIRシステムの整備が進んできた。そこでは、デジタル化の推進とあいまって、様々な新技術の導

入も活発化しつつある。しかし、「ビッグデータ分析」「BIシステム」「AI」等のデータ分析を取

り巻く新技術や、それらが導く「DX」は、IRのあり方、そして、意思決定のあり方自体をも変容さ

せてしまう可能性を持つ（「第15回EMIR研究会(2021年11月6日)開催趣旨文」より）。

　これらの新技術は、それが活用される領域・分野の文脈から発生するのではなく、別の文脈から

発生することも考え得る。IRに関して言えば、IRが必要としたためにそれらの技術が生まれたので

はなく、さまざまな理由でそれらの技術を使うことを社会から要請されたために、活用せざるを得

なくなるケースがこれに当たる。新技術を、当該領域・分野において有効な形で導入し、活用を図

ろうとするならば、その領域・分野の理念や存在意義、めざしている本来的な目的や目標、あるい

は使命や役割といったことに対して、より一層の自覚や意識の向上が求められるだろう。こうした

ことに無自覚に、「政策的潮流にあるから」、「他の大学でも導入を始めたから」という理由から

新技術を受け入れ、形式的にでも導入を推し進めてしまうことは、技術的ツールを活用する
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ことありきの状況を助長し、かえって様々な弊害を招くことにもつながりかねない。一般論として

も、新技術の導入には慎重な姿勢が求められるであろうし、高等教育の潮流の中で、データの重要

性やIRの機能強化が求められる状況にあるからこそ、新技術の導入に際しても、IRの本質的意義と

役割に対して真摯に向き合い、慎重に導入を検討する姿勢、すなわち、倫理観が求められるのでは

ないだろうか。

　IRの最も重要な役割として、データ提供による意思決定の支援が挙げられる。現代的なマネジメ

ントで重視される「データドリブン」に重なるものでもあるが、これは、データ収集、データ蓄

積、データ分析、データの可視化、意思決定の支援という一連のプロセスで行われる。「データド

リブン」に期待される効果としては、ステークホルダーのニーズ等の様々なデータを把握すること

で、経験や勘のような属人的な意思決定に委ねるのではなく、意思決定の精度や速度を向上させる

ことであろう。

　ここで浮かび上がってくる問題は、IRが提供するデータは、本当に意思決定に役立てられている

のかどうか、ということである。ややもすれば、必ずしもそうはなっていないと感じているIR関係

者は、少なからず存在しているのではないだろうか。

　このようなデータ提供と意思決定との間に課題があることは、先行研究でも指摘されるところで

ある。本田(2021)の「弓矢の標的モデル」1は示唆に富む。意思決定にかかわる組織構成員の特性

や、組織の状況やタイミングによっては、データは決して中立的なものではなく、それ自体にバイ

アスが織り込まれている場合があるし、さらには政治的、文化的色彩を放つものとしても立ち現れ

ることが、本田(2021)では指摘されている。

　ここでIRデータに関する3つの懸念を挙げたい。1つ目は、IRデータが意思決定に活用されず、報

告書等に形式的に添えられる「お飾り」とも言える存在になることである。2つ目は、IRデータ

が、不適切な活用のされ方をすることで、図らずもバイアスを助長したり、意思決定をミスリード

することである。3つ目は、あらかじめ意思決定権者によって判断されていた事項について、その

判断を支持するように都合良く利用されてしまうことである。

　「データドリブン」な意思決定をめざす場合、IRは、その意思決定の基盤となる組織の性質と向

き合う必要がある。それなしには、IRは図らずも3つの懸念を具現化してしまう可能性がある。IRに

おける新技術導入も、とりわけこうした意思決定にかかわる組織のあり様と向き合いながら検討さ

れるべきではないだろうか。近年の新技術の代表格と目されるAIは、その分析プロセスの複雑さに

比して提示される結果の明快さから、「ブラックボックス」にも例えられる。IR部署自身が完全に

理解できないデータを意思決定権者に提供することは、倫理的にも問題はないのであろうか。

　本稿は、新技術の積極的な導入が取り沙汰されるIRの状況を踏まえ、データドリブンな意思

思

1	 本田は、特に意思決定支援や継続的改善、戦略計画などの実施や変更を伴う業務に援用できるものとして当該
モデルを示した。IR のデータ分析に対する学内の反応として、「合理主義者」「活動家」「評論家」「頑固者」といっ
た類型的整理を行うとともに、IR がどのような身の振り方を検討すべきかを考察している。
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決定を支える基盤として、特に組織文化にかかわる問題に着目しつつ、IRが提供するデータが意

思決定に活用されるために、IRが取組むべき課題と具体的な方法論を考察することを目的とする。

1.組織文化とリーダーシップにかかわるIRの役割とは

IR が提供するデータや分析結果が組織の意思決定に有効に活用されるためには、データを活

用する当該組織の意思決定主体や実施主体に根ざしている「組織文化」の理解が必要である。出

川・福島(2021)では、組織文化と大学IRのかかわりについて考察を行ったが、その結果は以下

の通りであった。

　IR が意思決定支援の機能と役割を実質的に果たしていくためには、大学の組織文化と向き合っ

ていく必要がある。組織文化とリーダーシップのあり方は表裏一体的ともいえ、そこで求められる

のは、経営陣だけでなく、大学組織を構成する様々なレベルの構成員の主体的参加と学習を基

盤とする双方向のリーダーシップによるガバナンスの構築である。組織としての「学習」が進むこと

で、組織運営上の「文脈」2を支える既存の基本的な認識の枠組みを揺り動かすような場合も考え

られ、それはともすると構成員に不安感を生み出すことにもつながりかねない。しかしながら、そ

うした不安感を低減させるのも、また「学習」であり 3、既存の認識の枠組みを越えて、組織の向

上をもたらす新たな知的創造を実現するために、「学習」は必要不可欠なものである。したがって、

組織がこうした「学習」をいかに保証し、いかに構成員が不安なく学習に取り組める環境を作り出

すのかが、重要なポイントとなる。IR は、組織構成員が主体的な意思決定ができるように、デー

タを基盤とする「共通言語」を提供する組織の学習支援者として、組織内外と連携や協働しなが

ら、今後ますます組織文化にかかわる「文脈のインテリジェンス」4を磨いていく必要がある。

　本稿の趣旨に引き寄せて、リチャード.D.ハワード編(2012)から、テレンジーニの主張の要点

を抽出し、以下の図表1に整理した。

2	 社会的、政治的、権力的といったものを含意する。
3	 シャイン (2012) は、学習に付随するこうした不安を克服するのもまた学習であると唱え、これらの不安を回避
するための学習にかかわる、次のような２つの心理的原則を提示している (シャイン 2012, p.356）。① 生存
に伴う不安感（survival anxiety）または罪意識のほうが学習に伴う不安感より大きい。② 生存に伴う不安感
を増大させるよりは、むしろ学習に伴う不安感を減少させるべきだ。

4	 テレンジーニは、IR の多様な役割や機能を整理することを試みる中で、「技術的インテリジェンス」「課題のイ
ンテリジェンス」、「文脈のインテリジェンス」の	3層の知性（インテリジェンス）を、IR	組織に求められる知性（イ
ンテリジェンス）として提示している	(	リチャード	D．ハワード編	2012、佐藤	2015）。
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図表 1　テレンジーニの主張と組織文化

出所　リチャード.D.ハワード編(2012)より筆者作成

　このように、IRが提供するデータを活用した意思決定を実現するためには、IRの機能特性を

用いながら、「学習する組織」や「双方向のリーダーシップ」の推進に寄与していくことが期待され

る 5。このことは畢竟、IR に対しても、取り扱うデータや自らの分析そのものに政治的背景に絡

むバイアスがかかっている可能性を認識することを求めるものであるともいえよう。

　では、IRは、組織文化の分析と可視化、学習する組織の構築、そして双方向のリーダーシッ

プの構築において、具体的にどのような位置づけをもって寄与できるのであろうか。

2.「文脈」分析の意義とその位置づけ－	「第 3のIR」の重要性	－

　前節の考察から示唆されるのは、「第3のIR」ともいうべきものの必要性と重要性である。テレ

ンジーニのIRにかかわる3層のインテリジェンス論では、第1のレベルとして、専門職としての基

礎的要素を使って仕事をする能力としての「技術的インテリジェンス」、第2のレベルとして、経営

や教学上の諸問題への調査分析的に対応していく能力としての「課題のインテリジェンス」、そし

て、第3のレベルとして、自身の大学と、大学一般の双方における高等教育や組織文化に関す

る知識を理解する能力としての「文脈のインテリジェンス」が挙げられている 6。

5	  「IR オフィスはすべての組織と一緒になって、組織的インテリジェンスを向上し、組織学習を支援する必要があ
る」(	リチャード	D．ハワード編	2012,	p.240)

6	 リチャード	D．ハワード編	(2012,	pp.264-265)
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　これらのうち、従来、国内で一般的に取り組まれてきた主なIR業務は、概して、以下の図表

2に掲げた「第1・第2のIR」であるといえるではないか。一方で、本稿でその重要性を指摘する

のは、これも図表 2に掲げた「第3のIR」である。

図表 2　3つの IR 業務の類型

出所　リチャード.D.ハワード編(2012)等を参考に筆者による整理

　「第3のIR」とは、「第1・第2のIR」活動の成果を、組織が意思決定のために有効に活用でき

るようにするために、「学習する組織」へと導く支援的な業務である。また、「第1・第2のIR」

業務自体をも分析対象として内省する機能を持つ。データそのものに含まれたバイアスを考慮し

つつ、分析課題とされたことの背景、あるいはその学内外の政治的・社会的意図等といった側面

からアプローチするものでもある。

　第1から第 3のIRは相互につながっているものだが、特に意思決定プロセスと関連付けて図示

すると、図表3のようなものが考え得るであろう。
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図表 3　３つの IRの位置づけと役割・機能

　図表3 のように捉えるならば、「第3 のIR」は、「分析報告・データ提供」を挟んで、「第1・第2

のIR」及び「意思決定アクション」の両方にかかわる重要な活動であると考えられる。言い換えれ

ば、IRの基本的業務と意思決定プロセスの両方を支える基盤的な業務として位置づけられるも

のといえる。

3.「第 3のIR」のための具体的な方法論－	分析と取組手法	－

　「第3のIR」を実現するに当たって、有効だと考えられる具体的な方法として、3つの方法論と

実施手法を提示したい。

　第1には、組織文化測定尺度を活用したデータ測定と分析にかかわる方法であり、第2には、

コミュニティに根ざした参加型アクションリサーチの方法であり、第3には、変化の理論に基づく

ロジックモデル及び段階的自立法と呼ばれる方法論的な考え方である。これら方法論を提起した

後に、IR業務の一環として実際の場面でこれらを用いるための具体的な手法を提示する。

(1) 組織文化の分析モデルと測定尺度の活用

組織文化の測定と分析モデルとして、競合価値フレームワーク（competing values framework

: CVF）と組織文化インベントリー(organizational culture inventory : OCly)が広く知られ

ており、組織文化の分析にかかわるIRにも有効であると考えられる。それぞれの分析モデルは、

図表4で示したような分析概念を持っている。
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図表 4　組織文化の測定尺度概念

出所　北居(2014, pp.76-77、p.87)を参考に筆者作成

　北居(2014)は、これらを中心に他の複数の組織文化測定尺度の考え方も踏まえて、学習を促

す組織文化について分析するため、「組織文化」、「個人行動」、「職務満足」、「有能感」、「組織コミッ

トメント」の5つの構成要素によって構造化された質問項目を考案している。これを図表5に示す。

図表 5　学習を促す組織文化を分析するための 5つの構成要素
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有表中の(R)は逆転項目

出所　北居明(2014, pp.193-200)より筆者作成

　図表 5に示した5つの構成要素と質問項目は、IRにおいても、その運用に向けた組織文化の

特質を捉えるための具体的な測定尺度として援用できるのではないか。こうした測定尺度を踏ま

えた「第3のIR」を実施することによって、組織の学習特性や、その基盤となっている組織の文化

的状況を可視化し、把握することにつながるのではないかと考える。

　先述の通りであるが、学習を促す組織文化において、IRが有効に活用されるためには、前提

条件として「双方向のリーダーシップ」の構築が必要であるが、IRには、こうした具体的な測定尺

度を必要に応じてアレンジしながら、組織文化と学習特性、リーダーシップの状況について、デー

タを収集・分析するとともに、可視化と把握を行い、組織構成員にフィードバックすることが求め

られる。

　以上、組織文化の分析モデルと測定尺度について、組織学習の促進といった観点から、「第3

のIR」に必要とされる分析モデルと測定尺度等を概説したが、それでは、どのようにして、こうし

た組織文化やリーダーシップ及び学習者特性にかかわるデータ収集や調査を実現できるのであろ

うか。

(2) 参加型アクションリサーチ(CBPR)－ 調査、学習、アクションの一体的推進 －

　「第3のIR」の実現には、その理念と目的に合致した方法論を採ることが求められる。IR業務

の趣旨を踏まえるならば、「第3のIR」の実現においても、調査設計から実施、活用に至るまで、
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組織学習を促すような、組織構成員の民主的参加と協働による相互学習の推進が図られるもので

なければならないだろう。また、これら一連の調査と学習活動の成果が、双方向のリーダーシッ

プの構築や、それを基盤としたIRの活用能力の向上のためのアクションに直接的につながるもの

となっているべきであろう。

　ここで、調査、学習、アクションを一体的に進めていくための方法論として、コミュニティを基

盤とした参加型アクションリサーチ（以下、CBPR：community-based participatory research）の

方法論に着目したい。その理由は、大学組織の特性と、類似した事例として、地域コミュニティ 7

の特性にかかわる以下のような事情による。

　大学組織の代表的特徴の1つとして、同僚制が挙げられる。ある程度フラットな関係の中で、

大学に所属する教員組織は多様な専門領域にまたがって、教育・研究・社会貢献等の様々な制

度の中で存在している。事務組織も、経営組織と教育組織が持つ多様な役割を反映し、多岐に

わたる組織体で構成されている。その専門性や制度、役割等のそれぞれに文化があるともいえ、

それが大学の組織文化の多様性が指摘される所以であり、「大規模な大学のみならず比較的小規

模な大学においても、大学組織は知識の派閥・利害関係・活動の集合体であって、マルティバー

シティ8に至っては共通なものは何一つない」	理由といえる。

　一方で、地域コミュニティもまた、一定のまとまりの枠組みを提示するものの、様 な々制度によっ

て織りなされる空間であり、その構成員は、一枚岩ではなく、基本的にはフラットな関係にあって、

多様性に富んでおり、ハミルトン(2003)は「多くの地域社会には、才能やエネルギーの面から見

ていろいろなタイプの住民が居住している。彼らが組織化されたとき、それらの能力を地域社会

の向上のために活用することができる」と述べている。

　このような大学と地域コミュニティのある種の共通性から、本稿においては、比較的明確な画

一性と使命性を帯びる企業の学習モデルではなく、むしろ地域コミュニティを基盤とした学習モデ

ルを、大学組織に読み替えて活用する試みを発想した。もちろん、IRの活動が理論と実践の両

面から不断に検証されるべきものであることはいうまでもなく、この読み替えがすべて妥当である

と主張するものではない。

　CBPRには、組織構成員の参加を基盤としながら、調査、学習、アクションを進めていくた

めの方法の原則が示されている。武田(2015)は、組織の代表や構成員、研究者がリサーチの

すべてのプロセスにおいて対等なパートナーとして参加するアプローチとして、CBPRを考察

している。 CBPRは、様 な々分野で発展してきた参加型のリサーチを包括する概念であるため本来

的に多様性をもったものであるが、図表 6に掲げた9つの原則があるとされる。

7	 筆者らは、所属大学において地域創生学部地域創生学科に所属していることから、「地域コミュニティ」の諸問
題も研究分野としている。

8	 Barnett(2000) が主張している内容の大場 (2011) による整理。なお、マルティバーシティとは、大規模化し
機関全体の意思決定が困難となった巨大な大学の、複数の共同体で構成され調和を欠いた特徴を捉えてつくら
れた、K. カーによる造語である ( 大場 2011, p.255)
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図表 6　CBPR の 9つの原則

出所　武田(2015, pp.39-50)より筆者作成

　図表 6から、CBPRは、組織構成員の参加と学習を重視した調査方法の原則を示すものと捉え

ることができよう。また、本稿の趣旨である組織文化とリーダーシップ、組織学習の推進にかか

わるIRの活動を設計する際に、調査設計のための具体的な指針を提示してくれるものといえる。

CBPRの特徴は、構成員の参加と協働を基盤としたプロセスを重視し、実用と解放 9、能力開発、

学習とアクションを志向するところにある。それは一方で、科学的厳格さをも追及しているもので

ある。武田（2015）では、こうした手法を採用することで、リサーチの効果として、「リサーチ手法

の文化的適合・信頼性・妥当性の向上」、「リサーチへの参加率や回収率の向上」、「結果の解釈

の質の向上」も見込めるものと述べている 10。

(3) ロジックモデルと段階的自立法－ アセスメント（評価）とアクション －

IR が、組織文化とリーダーシップ、参加と組織学習を重視したCBPRに取り組むにあたっては、

IRへの本来的な期待に応える上でも、その業務に対してより一層自覚的にアセスメント（評価）に

かかわる視点を持つことが求められるだろう。

9	 業務上の実用的側面のほかに、さらに深いレベルで組織内に根付く抑圧や不平等といったものに由来する諸課
題からの解放といった含意。

10	武田 (2015, pp.62-64)
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出所　高橋(2019)より転載

　出川(2020)では、変化の理論を基盤とするロジックモデルを取り上げた。それはプログラムの

進捗を論理的に把握するとともに、より創造的な形でプログラム評価、さらにはインパクト評価

を行うことをめざすものでもある。また、ロジックモデルの検討・構築作業に組織構成員が参加

することを通じて、各種業務にかかわる因果関係を一緒に考え見つめなおし意識化するといった

プロセスの重要性も指摘した。これにより組織構成員が評価活動自体を自分自身のかかわるべき

ものとして、より創造的で有効なアクションを主体的に構想することによって、有意義な行動変容

につながることが期待できるからである。

　ロジックモデルを構成する諸要素の概略ついては、高橋(2019)がまとめており、出川(2020)

で紹介しているが、参考までに図表7として掲げる。

　ところで、コミュニティの発達にかかわる成人教育の役割と使命に関して方法論的視点から研

究を行った E.ハミルトンは、評価の目的と参加、および教育の観点に立った評価論点を図表8の

ように6項目に整理している。

図表７　ロジックモデルの主要素
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図表 8　目的、参加、教育観点の評価論点

出所　ハミルトン(2003,pp.181-182)より筆者作成

　これらの論点から想起されるのは、有効なアセスメント（評価）を行うためには、数値データだ

けではなく、より柔軟で創造的な発想をもって各種の情報や資料にあたることであり、その過程

においては、組織の構成員や関係者との実質的で相互発達的なコミュニケーションが求められる

ということである。特に教育の観点からの評価から強く示唆されるのは、アセスメント（評価）活

動自体が、学習と不可分であり、その成果としての行動変容と一体のものとして取り組まれるべき

であるということである。

　こうした観点をもってアセスメント（評価）を進めるためには、ここでも構成員の学習の営みが

重要となる。コミュニティ教育において、「段階的自立法」という考え方があるが、これは、小さ

な目的・目標の達成を積み重ねて、組織構成員のモチベーションと能力を高めて、徐々により複

雑で高度な課題に取り組めるようにしていくものである。このためには、その発達段階ごとにその

プロセスに対応した学習・教育活動を柔軟に設定し、取り組んでいくことが肝要となる。

　以上を踏まえると、IRは、アセスメント（評価）活動を通じて、大学組織の発達を促進すると

ともに、その発達段階に応じた組織の学習機会においても、果たすべき役割を持つといえる。

(4) 具体的手法とモデルプログラムの提示

地域コミュニティに関しては、実際の具体的な場面で行うことのできる様 な々参加型の調査手

法が、既に開発され提起されている。CBPRの手法として、武田(2015)の整理による分類を図表 9

に示す。
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  出所　武田(2015, pp.112-122)を参考に筆者作成

図表 9　CBPR の様々な手法

　図表 9をもとにして、まず CBPRの手法・技法を概観し、その後、それらを組み合わせた「第

3のIR」のためのモデルプログラムを考案してみたい。

1）具体的な参加型調査手法の数々

・「情報収集の手法」について

表 9の「①ウォーキングや自動車によるコミュニティの視察」は、もともと地域コミュニティにお

ける調査を想定しているものだが、大学で考えると、学内の各部署や施設の視察や見学と読み替

えることができよう。

　「②インタビュー」から「⑤マップづくり」は、これまでも調査にかかわる様 な々コミュニケーショ

ン場面で使われてきた、比較的なじみがある手法ではないだろうか。要は、特別の手法を用いな

くとも、調査の本来的趣旨を念頭に入れながら、いかに問題意識をもって意図的・意識的に調

査設定を行い、より有効な形で取組むかということである。

　「⑥アートを活用した手法」や「⑦パワーフラワー」は、おそらくIRではなじみのないものかも

知れないが、組織文化とリーダーシップにかかわる上では導入することに一考の余地があるものと

考える。「⑥アートを活用した手法」は、例えば大学組織であれば、部署や施設に飾られている

絵画とかオブジェの分析を含め、理想像の絵の作成、詩（例えば「川柳」といったものなども考

-45-



– 46 –

えられるだろう 11）やアートのワークショップ、大学の歴史や現在の課題に関する演劇や業務上の

様 な々場面を捉えたビデオ作成などが考えられる（以上は、武田(2015)をもとに、IRに引き寄せ

て解釈して記述）。

出所　武田(2015, pp.112-122)を参考に筆者作成

　図表 9　CBPR の様々な手法・技法

　図表10に示した「⑦パワーフラワー」は、元々は民衆教育の一環として考案されたものであり、

「周辺化されたコミュニティの人たちに社会におけるパワーの構造についての知識を提供し、こうし

た人たちのコミュニティ・オーガナイジングの能力を高めるのに活用される 12」ものである。

　図表10は、CBPRでの活用例だが、コミュニティにおける各カテゴリーが記載され、その周縁

に内側と外側の2種類の花ビラが付されている。武田(2015)によると、「自分がそのカテゴリーに

関してパワーを有するグループに属すると思う場合には外側の花びらに、従属のグループに属する

と思う場合には内側の花びらに色をぬる。そのあと、ファシリテーターが投げかける質問について

考えることによって、個人として、あるいはグループとして自分がどんなカテゴリーに関してパワー

を有し、どんなカテゴリーに関してはパワーを有していないかを認識していく13」ことを促進する

ものである。

11	筆者のうち出川は、深刻な課題に取組むためには、楽しさや愉快さといったものが参加を促進するための秘訣
ではないかと考えている。ここでは第一生命保険株式会社が主催する一般公募コンクール「サラリーマン川柳」
のようなものを想定している。

12	武田 (2015, p.117)
13	武田 (2015, p.118)
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　組織文化とリーダーシップにかかわるIRの調査に引き寄せれば、大学組織・部署内における

グループや個人の関係性を把握し、そこに潜む問題点を意識化する際に役立つであろう。例えば、

理工系大学における文科系教員など、学内の少数派（単に人数だけではなく力関係を含む）が抱

えがちな組織内で取り上げにくい問題を可視化し、向き合うための支援となるかも知れない。

・「課題設定の手法」について

図表 9の「①修正版デルファイ法」や「②ワーキンググループの選択による優先順位づけ」は、

それぞれ課題の絞り込みにかかわる手法である。

　「デルファイ法」は同一内容の質問項目を同一の回答者に複数回回答してもらう、質問紙を用い

た調査技法である。「修正版デルファイ法」は、先行研究や文献研究から調査項目や選択肢を設

定することで、調査負担を軽減して実施できるようにしたものである。

　「②ワーキンググループの選択による優先順位づけ」は、課題リストによって課題をリストアップ

した後、各自が課題に対応するワーキンググループを一つだけ選択して所属することで、組織全

体の優先順位を明確化しようとするものである。

　こうした課題設定の基準として、武田(2015)では、ステイプルズを引用しながら、図表11のよ

うな課題設定の視点が重要であると提起している。組織文化とリーダーシップを対象としたIRの

調査においても参考になるものであるといえよう。

図表 11　課題設定の視点

出所　武田(2015, pp.119-120)より筆者作成  

・「ビジョン設定およびアクションプラン策定の手法」について

　図表 9中の「①理想像の作成」は、組織の共通のビジョン設定のための手法であると考えられ

る。「②アプリシエイティブ・インクワイアリ―」は、初動段階で、各自の所属する組織での最高の

体験を紹介し合い、続く段階では、理想の未来の夢を描く。そして、達成したい状態を共有し、

建設的な変革を起こすための具体的な方策、プロセス、システムをデザインする手法である。
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2）IRにおける新たな調査手法の可能性と進め方の注意点 － プロセス志向の重要性 －

　CBPRの視点から開発される調査手法からは、従来の枠にとらわれない創造性を持ったIR 活

動の可能性を感じさせる。

　IRでは、時に複数の組織や部署を横断して調査活動等に取り組む場面があるが、昨今では、

物理的に一堂に会さなくとも、オンラインを用いた双方向コミュニケーションも可能であり、部署

横断的に参集するハードルが軽減されている。また、まとまった時間や対面実施が可能な状況を

作れるようであれば、グループワークを主体としながら、アイスブレイクや時にレクリエーションや

会食等を挟んだ楽しみや愉快さを伴った学習企画として行うこともできよう。

　ところで、武田(2015)では、CBPRの進め方の注意点として、「コミュニティの人たちとともに開始」、

「コミュニティのストレングスや資産の認識から開始」、「対話の重要性」の3点を提起している 14。

これらの注意点において、特に「コミュニティのストレングスや資産の認識から開始」は、IRをは

じめ、アセスメント（評価）にかかわる調査活動を行うに当たって、とりわけ重要であるといえよう。

　IRのデータ分析業務においては、その調査設計の契機を、経営陣等による上意下達的な決定

や「課題志向」によって開始されることもあるだろう。しかし、このことは、組織構成員の主体的

な参加や能力開発、動機付けといった点では問題をはらむこともある。

　ここで想起されるのが、E.ハミルトンが地域づくりをめぐる志向性として、「課題志向」と「プロ

セス志向」の2つを掲げて行った次のような考察である。まず、「課題志向」は、これがトップダウ

ンとして現れる場合、地域住民の企画力とマネジメント能力にわずかな向上しかもたらさず、教育

及び地域づくりの取り組みに、その土地固有の経験と知識を融合させる効果がほとんどない、と

指摘する。一方で「プロセス志向」では、プロセスは、1人以上の住民が、課題に関する体系的

な議論につながる関係に気づき始めたときに始まる、地域社会内の横のつながりを強化すること

を重視する志向性であるとする。したがって住民の主体的参加と課題対応能力を伸長させるため

には、「プロセス」が「課題」に優先されるべきであり、「課題志向」が「プロセス」から直接生み出

されてくるとき、「課題」と「プロセス」の2つの志向性の両立という望ましい状態が生まれる、と

結論付けている 15。

　以上のことを、IRの文脈において、地域を大学、住民をその構成員として読み替えて解釈すると、

まず、懸念としては、IRが、トップダウンでの「課題志向」に基づく要望に対応すればするほど、

結果的に、大学の組織構成員の主体的な参加や能力開発の機会を奪ってしまうことにもなりかね

ないということである。そうではなく、組織構成員が、自らの強みや資産を認識することを出発点

としながら、相互の理解と連携を深めることを通じて、課題設定へのプロセスを作り出していくと

いう視点が重要である。その場合、IRには、データの提供だけではなく、構成員の「プロセス志向」

の取組みを促進するための支援的役割が求められるかも知れない。

14	武田	(2015,	pp.122-123)	
15	E.	ハミルトン	(2003,	p.72)
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図表 12　具体的な参加型 IR モデルプロセス案
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3）参加と学習を促す具体的なIRプロセスの提案

　これまで述べた方法論や実施手法を組み合わせることで、例えば、図表12のような参加型の「第

3のIR」のプロセスを構想することができる。データを専門的に取り扱うIRの独自の資源と特性

を生かしながら、3つのアセスメント（評価）活動と5つの学習・実践活動を組み合わせて構成さ

れた調査・研究のプロセスパッケージである。

　これは、組織構成員が、組織文化とリーダーシップのあり方を意識化し、意思決定を行ってア

クションを起こすことにかかわる参加と、能力開発のための組織学習を促進する段階的自立と発

達を企図した「第3のIR」の具体的な1つの活動モデルである。IRデータを活用した意思決定能

力を組織が獲得するための、組織文化の改善のためのIRアプローチによる支援活動と位置づけ

ることができる。また、多くの大学組織でめざされているPDCAサイクルの実質的な方策の1つと

しても、捉えることができるものと考えられる。

4.応用活用の展望－	文脈のインテリジェンスと社会連携活動の参加型アセスメント －

ここまで、「第3のIR」を行うための方法論や具体的手法について考察してきた。「第3のIR」とは、

いわゆる「文脈のインテリジェンス」と密接に関係するものであるが、近年、大学の社会連携や

地域貢献が求められる中で、学内の文脈だけではなく、社会的な文脈に対応していく必要性も

ますます高まっている 16。このような状況下では、学内事情だけを勘案して意思決定することは、

学外のステークホルダーにとって、時として誤った判断と思われる事態も生みかねない。例えば、

ステークホルダーの視点に立てば、自学の卒業生の社会での活動が、卒業生を受け入れる企業

や団体等からどのように評価されているのかを知ることも重要であり、IRにとっては従来から主要

なトピックの1つである。

　組織文化とリーダーシップ、その能力開発としての構成員の参加と組織学習の促進を企図する

「第3のIR 活動」は、こうした大学の社会連携や地域貢献にかかわるアセスメント（評価）活動に

おいても有効性を発揮するものと考えられる。あるいは、先述したCBPRの趣旨からすれば、ここ

こそ真価が発揮されるところともいえるかも知れない。

　ゲルモンは、『社会参画する大学と市民学習アセスメントの原理と技法』において、サービスラー

ニングを対象として、大学機関と地域への効果分析のためのアセスメント（評価）の視点を図表

13のように整理し、分析すべき概念と指標、情報源を導出している。

　図表13に掲げられた概念・指標は、いずれもIRが取り扱うデータとして、収集可能なものが

殆どであるように見える。情報源については、学生や教員、地域活動の各主体にわたるものとなっ

ているが、アクセスし得るステークホルダーである。すなわち、「第3のIR」における参加型手法を、

学内だけでなく関係する学外主体も巻き込んで運用することは、決して不可能なことではないた

め、より有効なアセスメント（評価）を実現できることが示唆される。

16	佐藤（2015, p.39)
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図表 13　地域へのアセスメント（評価）マトリクス

出所　S.ゲルモンほか(2015, p.136)より筆者作成

　こうしたアセスメント（評価）活動は、もちろん授業科目としてのサービスラーニングや実習教育

においてその有効性が発揮されることが期待されるが、それだけにとどまるものではない。大学

の意思決定は、当然ながら学外の社会状況、より身近には、当該大学の所在地や研究・教育活

動で関係している地域社会や業界組織と密接な関係がある。学外の各主体とも、それぞれの組

織文化とリーダーシップのあり方を意識化し、可能な協働を模索しながら、各主体のデータをも

とにした意思決定の能力を高めていくことが、今後はますます求められるであろう。

おわりに

　本稿では、新技術の積極的な導入が取り沙汰される昨今の大学IRの状況を念頭に置きつつ、

データドリブンな意思決定を支える基盤として、組織文化とリーダーシップに着目し、そのあるべ

き方向性の一端を示した。また、IRが提供するデータが意思決定に活用されるために、IRとし

て取組むべき課題と具体的な方法論について取り上げた。

　新技術の導入とデータドリブンな意思決定支援の前提となる組織基盤の構築のために、「文脈
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のインテリジェンス」にかかわる「第3のIR」を位置づけることの重要性を確認した。その上で、「第

3のIR」に、どのような方法論と手法をもって取り組めるかを考察し、その具体的な実施手順を提

起するとともに、社会連携・地域貢献のアセスメント（評価）への応用活用とその意義も示した。

　本稿の限界は、理論的見地から方法論や技法を提示したに過ぎず、それらについて、実際

のIRの活動における運用可能性を提起するにとどまっているところにある。また、特に地域と大

学組織の読み替えを前提に行った論考部分についても、妥当性に疑義を持つ向きもあるかも知れな

い。今後は、提示した方法論や技法を用いて実際に「第3のIR」に取り組み、その実践を踏まえた

知見を積み重ねることが求められるであろう。

　最後に、意思決定支援のための組織能力を内発的に高めていくために、「第3のIR」を担う人材

像について触れたい。安藤(2018)は、内発的発展論における学習活動において、地域づくり

における生活改善普及員や計画プロジェクトのプランナーのあり方といった文脈において、「学習

する援助者」や、ヒーリーを引きながら「再帰的専門家」という人材の概念を提起している。これ

らは、組織文化とリーダーシップ、意思決定支援のための学習を支援することにかかわる「第3の

IR」に取り組む人材像をイメージするに当たって、有用な示唆を与えると考えられる。紙幅の制限

もあるため、それぞれの人材像について、安藤（2018）から特に象徴的な2つの説明を取り上げ、

若干の考察を加えることで、本稿を閉じたい。

　1つ目は、「学習する援助者－ 農村集落の『生活改善普及員』像から －」において、「外部者

である援助者が絶対的価値を提示するのではなく、当事者たちが集団的な思考を通じて共通の

価値基準を築いていく学習プロセスにこそ意味があり、それが社会のエンパワーメントにつなが

る 17」に現れる人材像である。

　2つ目は、「再帰的専門家－ 計画プロジェクトの「プランナー」像から －」において、「彼らが慕

われる本当の理由は、人々の相互関係をうまく紡ぎだす能力、知識を得ようとする屈託ないアプロー

チ、計画プロジェクトの価値を見据えた彼らの判断の質にあるのだ。傲慢さを取り去った自

信、つまり、知っている事実には限界があるという謙虚さを持ちつつ、彼らの知識に関心を

持ってもらおうと努力をすること、様々な人々や情報に耳を傾け、そこから学ぶ態度、これらの

材料を吟味して何が、だれが課題の中心となっているのかを特定する能力。大切にしている価値

を守るためにいつでも立ち上がる用意をしているが、意見や立場が二極化する事態を避ける方策を

常に模索すること。最終判断を用意しつつ、それが悪い方向に流れるリスクも常に考えている

こと、正直で誠実に行動しつつ、不公平な批判であってもそれを受け入れる寛容さ。こういった

能力が専門家の重要性といえるだろう 18」に現れる人材像である。

17	安藤 (2018, p.78)
18	安藤 (2018, p.78) のヒーリーの引用
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　以上から想起するのは、実は近年よく耳にする「ファシリテーション能力（促進者）」、「コーディ

ネート能力（対等化）」、「プレゼンテーション能力（可視化と表現力）」の3つの能力である 19。

今後、これらの能力を念頭に置いたIRの専門家の配置や、技術面だけにとどまらない担当者研修

のあり方が検討されるべきであろう。
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1

2

1 A 大学にとっての「上位校」とは、（株）大学通信が作成している20段階の尺度である高校ランクが1～9の高
校である（日下田・福島2021）。

2 A 大学では入学直後に基礎学力調査が行われており、各教科の点数を、入学時点までに培われた基礎学力と見
なすことができる。
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点

国語

英語

数学

～ ～ ～ ～高校ランク

-57-



3

4

5

3 同調査は、一般社団法人大学 IRコンソーシアムが作成しているものである。
4 便宜的に、各質問項目の選択肢を間隔尺度として見なしている。
5 質問項目の通し番号（Q5、Q6、…）は 2020年の質問紙に則している。
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6

6 積極的な解釈は控えておくにしても、卒業後に就職するための準備の度合い（従属変数 T）に対して2020年
ダミーが有意にマイナスになっているということは、懸念すべき材料だと言える。
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7 学生生活の充実度合いと、大学での経験全般についての満足度は、よく似た概念だと考えられる。

7
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8

9

8 教育経済学者の中室牧子によれば、開発途上国の中には政府統計の個票データをインターネット上で世界中に
公開しているところがある。この理由について、世界銀行に当時勤めていた中室が同僚に問い合わせたところ、
「データを開示すれば、政府がわざわざエコノミストを雇用しなくても、世界中の優秀なエコノミストがこぞって
分析をしてくれるだろう」という返事があったという（DIAMOND online ウェブサイト）。

9 福島（2021）は、大学ガバナンス・コードと私立大学法の改正といった事項を通じて、IRと監査のあり方につ
いて論じている。その議論の中で、IRer による分析の過程で、データの恣意的な加工やデータの取り扱いに誤
りが生じる可能性もあることから、監査の必要性が生じることを指摘している。
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テーマ
「データに基づく教育と求められる質保証」

　第 15回 EMIR 勉強会は、大正大学エンロールメント・マネジメント研究所が主催し、一般

財団法人大学 IR総研、一般社団法人大学 IRコンソーシアムのご協力を賜りながら、2021年

1 1月 6日（土）にオンラインにて開催した。当日の登壇者等は、当日の登壇者は、以下の

本イベントの告知ポスターの通りである。

キーノートは、これまで米国のスタートアップ企業の飛躍的な成長に関わり、現在、米

IT大手にてData Scientistとして活躍されている、日高由量氏であった。ここでは、資料

的価値に鑑み、日高氏の当日配布資料を、本紀要に掲載することとした。みなさまのご参

考になれば幸いである。

第15回EMIR勉強会資料
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投稿論文

紀要『エンロールメント・マネジメントとIR』では、以下の要領で投稿論文を募集している。

テーマと投稿資格

エンロールメント・マネジメントまたはIRに関するテーマの論文であれば、誰でも投稿可。

論文募集要項：

（1） 投稿論文の種類および内容は以下の表1の通りとする。投稿論文は、未発表のものに限る。二重投稿は、

認めない。投稿論文の種類は、編集委員会が決定する。

表1

（2）　投稿論文は、巻末に掲載している「論文執筆要領」にのっとり執筆する。

（3）　投稿締切と投稿方法は、次の通りとする。

1．投稿締切は、毎年 11 月 1 日。ただし依頼論文および EMIR 勉強会資料の投稿締切は編集委員会

が別途定める。

2．以下の①および②を、PDF 形式に変換のうえ、11 月 1 日までに bosyu@mail.tais.ac.jp 宛てに

提出する。

① 執筆者氏名、所属機関名、論文題目、連絡先（メール、電話番号、住所）を記載した様式任

意の文書 1枚

② 執筆者氏名および所属機関名を伏せた投稿論文 1篇

（4）　編集委員会は、論文募集要項に定める依頼論文・EMIR勉強会資料以外の全ての投稿論文を審査する。

編集委員会は、審査の過程で、投稿論文の修正を求めることができる。

（5）　投稿論文は大正大学機関リポジトリで公開するため、このことに同意の上で投稿する。

紀要『エンロールメント・マネジメントと IR』編集委員会

　大正大学エンロールメント・マネジメント研究所の研究紀要の第 3 集を発刊する。第 3 集の特集テー

マは、「「データドリブンな意思決定」をコントロールする新技術の展開　―IRとガバナンスを射程に

いれて―」であり、これは弊研究所が2021年9月に開催した「第15回EMIR勉強会」のテーマと同一であ

る。EMIR勉強会の場で、講演され、議論したテーマを、さらに本誌で深掘りすることを目的としている。

そのため、本誌では、キーノートの講演者である米国のデータサイエンティスト日高由量氏の講演資料

と、日高氏とディスカッションでモデレーターを務めた柳浦氏（弊究所客員准教授）の共著論文も掲載し

ている。

　なお、第3集には、投稿論文の投稿をいただいたが、大変残念ながら、査読において掲載に至らなかっ

た。投稿頂きましたみなさまには、心より感謝申し上げますと共に、この後の益々のご発展をお祈り申

し上げます。また、本誌の作成に関わってくださった全てのみなさまに、心より深く感謝申し上げます。

種類 内容

研究論文
先行研究の知見を踏まえた研究の成果をまとめた論文。または、ある研究テーマに関する

体系的な解説や研究蓄積のレビューを行った論文。

実践報告論文
高等教育機関のエンロ―ルメント・マネジメントまたは IRに関する実践から得られた成果

をまとめ、かつ、その成果が他の高等教育機関や関係者に裨益することが期待できる論文。

研究ノート 研究論文または実践報告論文の中間的成果をまとめた論文。

依頼論文
編集委員会が時宜に適うテーマを各号に設定し、そのテーマに関連する知見を有する専門

家や有識者に執筆を依頼する論文。

EMIR 勉強会資料 大正大学エンロ―ルメント・マネジメント研究所が主催するEMIR勉強会で活用された資料。

その他 編集委員会が適切だと判断した論文や資料。
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山田太郎（○○大学）
（一行分の空白を設ける）

この行から論文要旨を書く。論文要旨の分量は 10 行以内。インデントは

変更しないこと。文字の大きさは 10.5 ポイントで、フォントは MS 明朝。

数字は、半角を用いる。

（一行分の空白を設ける）

キーワード：○○／◆◆／△△（キーワードはスラッシュ記号で区切り、1行に収める）

（一行分の空白を設ける）

1. 論文全体の分量と文字の大きさ、フォント

論文全体の分量は 14 頁以下（論文要旨や図表込み）とする。文字の大きさは 10.5 ポイ

ントで、フォントは MS 明朝。論文タイトル、著者名と所属機関名は 14 ポイント。

2. 各種の留意事項

(1) 章の見出しの付け方

章の見出しには算用数字（半角）とピリオド（半角）を付す。章の見出しのフォントは

MS ゴシック。章の見出しのすぐ下の行から本文を書き始める。章を改めるときには、末尾

に一行分の空白を設ける。

(2) 節の見出しの付け方

章に節を設ける時、節の見出しには (1)、(2)、(3)、…、といった要領で算用数字（半角）

と括弧（半角）を付す。節の見出しのフォントは MS ゴシック。節の見出しのすぐ下の行か

ら本文を書き始める。節を改めるときには、末尾に一行分の空白を設ける。

(3) 図や表の体裁

図や表を載せる際、図 1、図 2、図 3、…、表 1、表 2、表 3、…、といった要領で図や表

に通し番号を付す。図のタイトルは図の下に、表のタイトルは表の上に添える。各タイト

ルのフォントは MS ゴシック。図や表の上下には一行ずつ、空白を設ける。図や表が他の文

献から引用されたものである場合、出所を図や表の下に記す。図や表はカラー可。

表 1○○（表のタイトル）

出所　山本（2019,p.100）より筆者作成
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(4) 注の付け方

注を付ける時は、当該箇所に算用数字（半角）を付し、そのページの下部に注 1を書く。

(5) 本文中に文献を引用する時の表記

以下の例示にそった表記法を原則とする。ただし別の表記法を用いても差し支えない。

　（例）　山本（2019）は、○○と主張している。

○○（山本 2019）という指摘がある。

(6) 校正について

原稿は完成原稿で提出するものとする。編集委員会の審査を経て掲載が決定した論文の

校正の際は、原則として誤字・脱字以外の訂正を認めない。校正は初校のみ（著者校正）

とする。

(7) 原稿提出先について

原稿は、PDF形式に変換のうえ、11月 1日までに、bosyu@mail.tais.ac.jp宛てに提出する。

(8) 引用文献一覧について

引用文献一覧は論文の末尾に記す。日本語論文・外国語論文とも、著者の姓のアルファ

ベット順に、各論文を列記する。1つの文献が複数行に渡る場合、2行目以降の冒頭に 1字

分の空白を設ける。インターネットから文献を引用する際は、URL と最終閲覧日を記す。

詳細は、以下の例示のとおり。

引用文献

阿部一郎 2010、「----------」『教育学研究』86(1)、1-10 頁。

鈴木二郎 2015、『××××』■■出版。

文部科学省「人文学・社会科学特別委員会（第 1 回）の開催について」（http://www.me

　xt.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu4/048/kaisai/1418460.htm）2019 年 6 月 27 

　日最終閲覧。

Yamada,Taro,2016,“----------,”Educational Studies in Japan:International

　Yearbook,13,100-110.

山本花子 2019、「○○○○」鈴木一郎編『△△△△』■■出版、90-110 頁。

1 ここに注の文章を書く。
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